
 

○水質の向上 

 ・水質管理の計画的な強化 

・鉛製給水管の計画的な更新 

○災害対策等の充実 

 ・県内全域での危機管理の向上 

 ・老朽管・老朽施設の早期更新 

○合理的な施設の整備・更新 

 ・水道資産の計画的な再投資 

 

○経営健全化の促進 

 ・経営改善による財政基盤の強化 

 

○技術の確保 

 ・大量定年退職の中での技術承継 

≪安 全 性≫ 

≪安 定 性≫ 

≪持 続 性≫ 

県 内 水 道 が 抱 え る 課 題 の 整 理 資料２ 



水道事業体における今後（１０～15年後）の事業運営における課題

〔主な意見〕
○　老朽管・施設更新

・老朽施設の更新に多額の経費が必要。

・40年以上経過した老朽施設の更新が課題。

・石綿セメント管等の更新が課題。

○　財政基盤強化

・独立採算では経営を維持できず、他会計からの繰入で賄っており、経営が不安定。

・小規模事業体であるため、収益規模も小さく、県補助金頼りの経営から脱却できない。

○　普及率の向上

・未整備地区は農村部で費用対効果が少なく、配水管の布設が困難。拡張事業の推進と経営

　安定化との両立に苦慮。

・地下水が良好なことから、水道水と自家用井戸の併用者が多く、使用水量が伸びない。

○　危機管理体制

・迅速な対応と技術面に不安。

・危機管理に対する経験が浅い。

○　水質管理

・原水水質異常の頻度が高くなってきている。

・水質基準強化や需用者の要望に対応する安全で安定した水道水の供給。

○　技術の承継

・職員の高齢化

・表流水の浄水場を有しているが、水質等の専門スタッフを配置できない。

事業体数
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≪安全性≫
○　水質の向上

臭気物質 総トリハロメタン 病原性微生物 農薬 その他

事業体数 49 28 13 15 14 3 5

　＊　水道事業体アンケート調査等を基に作成

管理強化の必要性がある具体的な項目
全事業体数

水質管理強化の必
要性があると考えて
いる事業体数

施設整備計画等の有無（事業体数）

施設計画あり 施設計画なし

財源不足 その他

県営水道地域（３事業体うち１）
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0

1

2

3

4

5

南房総地域（１２事業体うち１１）
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水質管理の計画的な強化

　　臭気物質

　　トリハロ

管理強化を必要と考える項目

　　その他

　　病原性微生物

　　農薬

水質管理強化が必要と考えるかどうか（事業体数）

28 21

必要性あり 必要性なし

施設整備計画等がない理由（事業体数）
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（末端給水）水質を主に担当する職員数
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全量受水団体

県営水道を３０万人規模
に換算した場合

今後水質管理強化が必要と考える事業体及びその項目

水質管理強化の必要性

水質業務職員の状況

水質管理強化の必要性の認識及びそのための施設計画等

○　水道水源が良好でないことに加え、水質基準の強化などにより、今後水質管理の強化の必要性がある。
○　管理強化の必要性を感じながらも、財源不足等が理由で施設等の整備計画が作成されないなど十分な対応がとれていない団体もある。
○　小規模水道事業体では水質管理について、職員の専門性を高める必要性がある。
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公道部～蛇口
まで

公道部～メータ
まわりまで

メータまわりのみ
メータ以降蛇口

まで 不　明

全　国 326,058 3,555,047 1,925,962 169,395 315,104 6,291,566 - -

千葉県 1,030 345,457 5,089 0 5,236 356,812 4 5.7

埼玉県 44 52,345 143,327 406 475 196,597 9 3.1

東京都 0 11,292 11,810 39 0 23,141 41 0.4

神奈川県 2,937 194,328 570,552 790 11,000 779,067 1 12.4

＊　日本水道協会調査（Ｈ１５．４）を基に作成

県営水道地域 3 2 1

北千葉地域 5 1 2 2

君津地域 1 1

印旛地域 7 3 4

東総地域 1 1

南房総地域 6 2 4

＊　水道事業体アンケート調査等を基に作成

鉛管使用タイプ

H17.3現在
残事業体数

うち今後５年以
内に更新終了す
る計画の事業体
数

うち今後５～１０
年以内に更新終
了する計画の事
業体数

全国順位
（位）

全国に占め
る比率（％）

合　計

うち更新終了に
今後１０年以上
必要な計画の事
業体数

うち更新計画を
策定していない
事業体数

九十九里地域
        0m

南房総地域
  44,018m
　1,400百万円

君津地域
  42,890m
  8,500百万円

県営水道地域
 835,295m
 52,648百万円

東総地域
    30０m
　 17百万円

香取地域
         0m
 印旛地域

57,104m
12,527百万円
 

北千葉地域
 286,314m
24,972百万円

鉛給水管の計画的な更新

上段：残存延長
下段：更新費用

○　千葉県は全国と比較して、鉛給水管が相当残存し計画的に更新する必要がある。
○　鉛給水管の更新については、更新の完了に長期を要する事業体や具体的な更新計画のない事業体があり、計画的な対策が求められる。

全国と比較した千葉県の鉛給水管使用戸数(単位：戸）

地域別鉛給水管残存状況

鉛給水管の残存延長及び更新費用の概要

更新費用は千葉県水道局の更新単価
を適用して算出：２７９，４００円／箇所

地域別の今後の更新計画
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≪安定性≫
○　災害対策等の充実

事業体数 率 事業体数 率 事業体数 率 事業体数 率
用水供給事業体 6 2 33.3 1 16.7 2 33.3 3 50.0
10万人以上 11 11 100 6 54.5 10 90.9 3 27.3
5万人～10万人未満 8 7 87.5 4 50.0 4 50.0 1 12.5
5万人未満 30 21 70.0 8 26.7 10 33.3 4 13.3

県　　計 55 41 74.5 19 34.5 26 47.3 11 20.0

事業体数 率 事業体数 率 事業体数 率
用水供給事業体 6 4 66.7 2 33.3 1 16.7
10万人以上 11 8 72.7 3 27.3 0 0.0
5万人～10万人未満 8 7 87.5 4 50.0 1 12.5
5万人未満 30 24 80.0 18 60.0 11 36.7

県計 55 43 78.2 27 49.1 13 23.6
・

2.0ﾄﾝ 3.0ﾄﾝ 4.0ﾄﾝ 6.0ﾄﾝ 0.3ﾄﾝ 0.5ﾄﾝ 1.0ﾄﾝ 1.2ﾄﾝ 1.3ﾄﾝ 1.5ﾄﾝ 2.0ﾄﾝ 10㍑ 18㍑ 20㍑ 1㍑ 6㍑ 4㍑ 10㍑
県内事業体計 39 2 3 1 4 29 178 2 1 12 28 299 865 8,526 66,000 11,705 22,900 132,400

総数

他事業体との比較

千葉県全体
東京都水道局
札幌市水道局

＊　水道事業体アンケートを基に作成

事業体規模 事業体数

　　　　　〃　　　0.0005　　　〃
　　　　　〃　　　0.027　　　 〃

緊急連絡管の布設

事業体規模 事業体数
財源不足 人員不足

　　給水車保有度　0.008　（台／1,000人）

管路の耐震化

給水車           給  水  タ  ン  ク

施設の耐震化

技術不足

緊急遮断弁の設置

（給水車数／給水人口）×1,000

ポリ容器

　　　　可搬ポリタンク・ポリパック保有度　　47.7　　（個／1,000人）　

（ポリタンク・ポリ容器数／給水人口）×1,000

45台 271.4㎥ 242,695個

    ポ リ 袋 

（給水タンクの総容量（㎥）／給水人口）×1,000

　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 1.2　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　38.7　　　　　〃

　　　　　　車載用給水タンク保有度　　0.048　　（㎥／1,000人）
　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　0.019　　　　　〃　
　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　0.019　　　　　〃　
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○　緊急時の安定給水確保のため、今後多くの事業体で管路や施設の耐震化を中心に対策を強化する必要がある。
○　給水車等について、応急給水の県内の応援態勢の維持、充実が必要である。

県内全域での危機管理の向上

給水車等の配備状況

緊急時安定給水確保対策実施の課題

緊急時安定給水確保のために今後強化すべき対策

緊急時安定給水確保の主な対策の実施状況

４



【老朽管（水道事業体）】

石綿セメント管 普通鋳鉄管

県営水道地域 136 70 9,114 142 11,668

北千葉地域 480 106 4,103 249 15,380

君津地域 562 12 2,715 191 1,903

印旛地域 167 15 2,055 124 8,169

香取地域 185 5 961 18 841

東総地域 83 1 1,088 71 8,856

九十九里地域 157 0 3,440 142 8,699

南房総地域 230 39 2,130 70 4,706

県　計 2,000 248 25,605 1,007 60,222

全国計 18,692 26,648 568,210 － －

＊　「水道統計」を基に作成。

＊　老朽管の対象は「石綿セメント管・普通鋳鉄管」とした。

＊　経年化管路率（％）＝法定耐用年数を超えた管路延長/管路総延長×１００〔水道事業ガイドラインから〕

　

＊　水道統計（平成15年度実績）等を基に作成

＊　経年化浄水施設率（％）＝法定耐用年数を超えた浄水施設能力/全浄水施設能力×100〔水道事業ガイドラインから〕

更新計画概要(～32年度）

更新延長
（ｋｍ）

概算費用
（百万円）

老朽管の残存延長（ｋｍ）地域名 管路総延長
（ｋm）

平成１５年度末　老朽管残存状況

0%4% 1%
12%

27%

42%

10%
4%

S元年～ S10年～ S20年～

S30年～ S40年～ S50年～

S60年～ H7年～

昭和40年代

昭和50年代

〇　平成１５年度末現在の水道事業体の老朽管（石綿セメント管及び普通鋳鉄管）の残存延長は、約２,２４８ｋｍで、全国の中でも多く、平成32年度までに１,００７ｋｍが更新される予定
　　であるが、なお約１,２４１ｋｍが残存する。
〇　県内水道事業体の施設の大半は、昭和40年代から昭和50年代にかけて整備されており、２０年後の平成30年代後半以降、施設の更新が本格的になると予想できる。

老朽管・老朽施設の早期更新
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*管路の総延長は平成15年度末から変化しないと仮定した。
*計画期間中の更新延長は、最終年度にまとめて計上した。

残存延長：１,２４１km

残存延長：１,４０２km

残存延長：１,９９７km

残存延長：４,６７２km

平成５年度

残存延長：２,２４８km

平成１５年度

平成２２年度

平成２７年度

平成３２年度

〔年　度〕
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１６年度 ２２年度 ２７年度 ３２年度 ３７年度

昭和50年代

計画値実績値

（％）

施設能力ベース施設能力ベース

水道事業体の施設の稼動時期 用水供給事業体の施設の稼動時期

地域ごとの経年化管路率の推移

地域ごとの経年化浄水施設率の推移

５



（単位：千円、％） （単位：ｋｍ、千円）

残存延長 更新計画延長

(平成15年度） (～32年度)

県営水道地域 879,891,518 573,869,619 306,021,899 34.8 県営水道地域 206 142 11,668,000

北千葉地域 205,086,010 141,353,474 63,732,536 31.1 北千葉地域 586 249 15,380,000

君津地域 84,872,174 55,747,889 29,124,285 34.3 君津地域 574 191 1,903,000

印旛地域 100,439,751 69,255,707 31,184,044 31.1 印旛地域 182 124 8,169,000

香取地域 8,854,789 31,764,908 8,854,789 27.9 香取地域 190 18 841,000

東総地域 35,566,337 22,613,818 12,952,519 36.4 東総地域 84 71 8,856,000

九十九里地域 97,666,675 62,571,783 35,094,892 35.9 九十九里地域 157 142 8,699,000

南房総地域 103,110,279 74,704,781 28,405,498 27.6 南房総 269 70 4,706,000

県　　計 1,538,397,652 1,023,027,190 515,370,462 33.5 県　　計 2,248 1,007 60,222,000

全国比率 － － － 33.8 *　概算費用は更新計画を有する水道事業体へのアンケート調査結果の集計値。

＊　公営企業決算統計（平成15年度実績）を基に作成。

＊　有形固定資産減価償却率（％）＝有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価＊100

（単位：千円）

H16～H21 H22～H26 H27～H31 H32～ コンクリート構造物 機械・電気

県営水道地域 0 541,000 505,000 0 0 1,046,000 1,046,000
北千葉地域 8,256,000 2,405,000 0 0 2,381,000 8,280,000 10,661,000
君津地域 4,447,000 177,000 8,000 20,000 756,000 3,896,000 4,652,000
印旛地域 1,684,000 743,000 479,000 382,000 1,110,000 2,178,000 3,288,000
香取地域 553,000 242,000 0 0 26,000 769,000 795,000
東総地域 0 0 0 0 0 0 0
九十九里地域 239,000 206,000 23,000 0 15,000 453,000 468,000
南房総 566,000 0 0 0 566,000 0 566,000
県　　計 15,745,000 4,314,000 1,015,000 402,000 4,854,000 16,622,000 21,476,000

*　概算費用は更新計画を有する水道事業体へのアンケート調査結果の集計値。

県営水道地域 3 259,000 92,146,000
北千葉地域 2 21,400 720,000
君津地域 4 6,970 400,000
印旛地域 0 0 0
香取地域 2 15,150 15,703,000
東総地域 1 42,043 30,167,000
九十九里地域 0 0 0
南房総 4 12,300 7,880,000
県　　計 16 356,863 147,016,000

＊　更新費用は、平成32年度に稼動開始後60年を越える施設を、再建設した場合の試算。

有形固定資産減
価償却率
 　　 Ｃ/A*100

地域名
概算更新費用
の総額

施設能力（㎥／日）施設数 更新費用（千円）

概算更新費用

地域名
償却資産帳簿原価

Ａ
減価償却累計額

Ｃ
償却資産
Ａ－Ｃ　（Ｂ）

概算更新費用
の総額

対象施設別概算費用
地域名

地域名

水道資産の計画的な再投資

〇将来、計画的な再投資を行う必要がある。
〇老朽管・施設の更新費用も多大なため、今後の人口動向も見据えつつ合理的な施設整備を計画する必要がある。

<<持続性>>
〇　合理的な施設の整備・更新

水道資産（償却資産）の保有状況 老朽管の更新費用

老朽施設の更新費用

今後１５年間の浄水施設の更新費用

６



○　経営健全化の促進

　　給水原価の費用構成

＊　公営企業決算統計（平成15年度実績）を基に作成

経営改善による財政基盤の強化

38.99

24.80

25.93

19.84

53.56

36.21

29.27

45.25

33.69

32.38

36.93

17.13

24.08

23.12

90.30

46.21

21.61

54.16

32.02

25.23

66.67

40.96

52.20

48.76

94.94

51.53

62.70

76.57

59.53

44.16

28.43

66.62

109.46

79.68

82.88

192.72

104.62

60.23

30.82

0 50 100 150 200 250 300 350 400

県営水道地域

北千葉地域

君津地域

印旛地域

香取地域

東総地域

九十九里地域

南房総地域

県平均

全国平均

人件費 動力費 修繕費 薬品費 支払利息 減価償却費 受水費 委託料 その他

13.2

10.2

9.3

14.2

8.5

13.5

14.3

9.1

9.5

10.8

6.3

13.6

14.0

28.9

21.8

20.5

22.8

32.7

20.3

18.3

22.8

25.2

24.5

35.5

43.0

37.3

32.6

56.2

31.1

25.5

17.118.0

16.9

18.5

16.0

31.1

18.2

16.1

12.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県営水道地域

北千葉地域

君津地域

印旛地域

香取地域

東総地域

九十九里地域

南房総地域

県平均

全国平均

人件費 動力費 修繕費 薬品費 支払利息 減価償却費 受水費 委託料 その他

230.43

187.81

254.36

213.72

290.31

254.49

342.78

336.18

235.95

180.34

水道事業体の給水原価の費用構成（円/㎥）

水道事業体の給水原価の費用構成割合（％）

7.50

13.47

9.51

25.88

19.25

19.13

11.85

28.32

36.68

29.20

32.68

56.42

108.94

38.07

33.99

44.84

27.22

43.02

59.15

114.16

43.32

5.69

16.60

129.44

5.24

7.41

12.08

17.43

0.00 50.00 100.00 150.00 200.00 250.00 300.00 350.00

北千葉（企）

君津（企）

印旛（組）

東総（企）

九十九里（企）

南房総（企）

用水供給事業体平均

人件費 動力費 修繕費 薬品費 支払利息 減価償却費 委託料 その他

用水供給事業体の給水原価の費用構成（円/㎥）

91.16

136.79

205.33

143.82

177.35

298.40

132.85

8.2

9.9

4.6

18.0

10.9

6.4

8.9

31.1

26.8

14.2

22.7

31.8

36.5

28.7

37.3

32.8

13.3

29.9

33.3

38.3

32.6

6.2

12.1

63.0

3.6

4.2

4.0

13.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

北千葉（企）

君津（企）

印旛（組）

東総（企）

九十九里（企）

南房総（企）

用水供給事業体平均

人件費 動力費 修繕費 薬品費 支払利息 減価償却費 委託料 その他

用水供給事業体の給水原価の費用構成割合（％）

270.51円/㎥（全国平均の1.5倍）

○　用水供給事業体と合わせた給水原価の費用構成においては、投資的経費に地域間で大きな開きがある。
　　また、単位水量（㎥）当たりの経常的経費についても地域間で差が見られる。

360.68円/㎥（全国平均の2倍）
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給水原価 受水費 ＊　県営水道は、北千葉（企）・君津（企）からも受水している。

230.43円/㎥ 28.43円/㎥

動力費 6.78 薬品費 3.6

経常的経費（126.83円/㎥） 投資的経費（103.6円/㎥）

給水原価 受水費

187.81円/㎥ 66.62円/㎥

薬品費 2.1

経常的経費（84.15円/㎥） 投資的経費（103.66円/㎥）

給水原価 受水費

254.36円/㎥ 109.46円/㎥

薬品費 3.42

経常的経費（112.84円/㎥） 投資的経費（141.52円/㎥）

給水原価 受水費 ＊　印旛広域市町村圏事務組合は、県水道局に浄水加工委託をしている。

213.72円/㎥ 79.68円/㎥

薬品費 0.85

経常的経費（119.93円/㎥） 投資的経費（93.79円/㎥）

給水原価 ＊　香取地域は用水供給事業体が存在しない。

290.31円/㎥

薬品費 4.02

経常的経費（105.07円/㎥） 投資的経費（185.24円/㎥）

給水原価 受水費

254.49円/㎥ 82.88円/㎥

薬品費 6.38

経常的経費（113.16円/㎥） 投資的経費（141.33円/㎥）

給水原価 受水費

342.78円/㎥ 192.72円/㎥

薬品費 4.43

経常的経費（133.00円/㎥） 投資的経費（209.78円/㎥）

給水原価 受水費

336.18円/㎥ 104.62円/㎥

薬品費 5.24

経常的経費（127.19円/㎥） 投資的経費（208.99円/㎥）

給水原価 受水費

235.95円/㎥ 60.23円/㎥

薬品費 3.61

経常的経費（107.47円/㎥） 投資的経費（128.48円/㎥）

＊　公営企業決算統計（平成15年度実績）を基に作成

＊　地域ごとの末端給水事業体の給水原価のうち、受水に係る受水費について用水供給事業体の給水原価構成に基づいて内訳し、各費目ごとに合算

　　（用供事業体の給水原価と供給単価の差は捨象した。また、県営水道地域と用供事業体の存在しない香取地域は末端事業体のみの地域計としている）

委託料
23.5

その他
26.46

支払利息
65.02

人件費　30.26
動力費
8.28

修繕費
11.61

人件費　36.77
動力費
12.3

人件費　51.13
動力費
9.26

減価償却費　116.64

その他　36.77 支払利息　82.9 減価償却費　126.88

委託料
15.39

その他
25.58

支払利息
92.35

県　平　均

動力費
8.38

修繕費
16.22

修繕費
16.01

委託料
17.4

人件費　51.95
動力費
9.65

人件費　50.28
動力費
8.11

修繕費
19.38

減価償却費　76.31

人件費
23.51

動力費
7.92

修繕費
8.34 委託料　68.1

その他
11.21

支払利息
34.43

減価償却費　59.36

修繕費
10.19

委託料
9.74

減価償却費　88.1

委託料
19.45 減価償却費　65.81

支払利息
37.85

その他
12.45

修繕費
19.81

委託料
27.96

その他
12.58

県営水道地域

北千葉地域（末端）
　　　＋

　北千葉（企）

南房総地域（末端）
　　＋

　南房総（企）

東総地域（末端）
　　＋

　東総（企）

印旛地域（末端）
　　　＋

　印旛（組）

君津地域（末端）
　　＋

　君津（企）

九十九里地域（末端）
　　　＋

　九十九里（企）

香取地域（末端）

その他
16.71

支払利息
49.31

減価償却費　79.17

人件費　38.99
修繕費
17.69

委託料
17.17

その他
14.17

人件費　39.05

支払利息　53.42

受水費　28.43
支払利息
36.93

減価償却費　66.67

人件費　53.56
動力費
9.98

修繕費
8.19

委託料
16.07

その他
13.25

支払利息
90.30

減価償却費　94.94

給水原価の費用構成（末端給水事業体＋用水供給事業体）（円/㎥）
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○　技術の確保

技術職234人、68.8%(17.4%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は24.1%で、うち技術職は17.4%

技術職832人、67.4%(38.8%)

その他16人、1.3%(1.1%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は57.1%で、うち技術職は38.8%

技術職278人、53.2%(20.7%)

水質13人、2.5%(0.8%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は41.2%で、うち技術職は20.7%

技術職158人、57.0%(24.2%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は36.9%で、うち技術職は24.2%

技術職80人、48.8%(20.8%)

●　水道事業運営に当たり、現在の技術能力を今後（10～15年後）も承継してゆけると考えているか。

（水道事業体アンケートから）

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は42.8%で、うち技術職は20.8%

技術職51人、42.5%(12.5%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は32.5%で、うち技術職は12.5%

技術職36人、56.2%(18.8%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は37.5%で、うち技術職は18.8%

技術職1,669人、61.3%(28.4%)

●　事務職・技術職合わせ50歳以上の職員の割合は45.4%で、うち技術職は28.4%

＊　水道事業体アンケート調査を基に作成 ＊　（　　）は50歳以上職員の割合

用水供給事業体
（340人）

土木　758人、27.8%
(14.0%)

機械・電気　7人、10.9%
(3.1%)

給水人口
3万人以上5万人未満

（164人）

給水人口
1万人以上3万人未満

（120人）

給水人口
1万人未満
（64人）

水質　152人、
5.6%
(1.7%)

その他　294人、
10.8%
(4.8%)

土木　18人、15.0%
(3.3%)

土木　51人、18.4%
(6.1%)

機械・電気　24人、8.7%
(3.2%)

事務職　84人、51.2%
(22.0%)

土木　23人、14.0%
(4.3%)

機械・電気　13
人、8.0%
(3.7%)

事務職　1,054人、38.7%
(17.0%)

水質　8人、
6.7%
(1.7%)

その他　39人、23.8%
(10.4%)

その他　18人、15.0%
(6.7%)

水質　14
人、5.1%
(2.2%)

その他　69人、24.8%
(12.7%)

その他　13人、20.3%
(7.9%)

水質　49人、14.4%
(2.4%)

その他　75人、22.1%
(4.7%)

その他　64人、12.2%
(7.1%)

土木　164人、31.4%
(8.6%)

機械・電気　37
人、7.1%
(4.2%)

水質　5人、
3.0%
(2.4%)

機械・電気　312人、25.3%
(12.9%)

水質　57
人、4.6%
(1.5%)

機械・電気　65人、19.1%
(5.0%)

機械・電気 7

人、

5.8%(0.8%)

合　　計
（2,723人)

土木　45人、13.2%
(5.3%)

県営水道
（1,235人）

給水人口
10万人以上
（523人）

給水人口
5万人以上10万人未満

（277人）

土木　447人、36.2%
(23.3%)

事務職　106人、31.2%
(6.8%)

機械・電気　465人、17.1%
(7.9%)

事務職　245人、46.8%
(20.5%)

事務職　403人、32.6%
(18.3%)

事務職　119人、43.0%
(12.6%)

水質　6人、9.4%
(3.1%)

事務職　69人、57.5%
(20.0%)

事務職　28人、43.8%
(18.8%)

土木　10人、15.6%
(4.7%)

大量定年退職の中での技術承継

職員の年齢別職種構成（水道事業体＋用水供給事業体）

0 100 200 300 400 500 600 700

６０歳以上

５５～６０歳未満

５０～５５歳未満

４５～５０歳未満

４０～４５歳未満

３５～４０歳未満

３０～３５歳未満

２５～３０歳未満

２５歳未満

（人）

事務職 技術職 うち土木 技術職 うち機械・電気 技術職 うち水質 技術職 その他

51人（事務職28人・技術職23人）

203人（事務職66人・技術職137人）

308人（事務職120人・技術職188人）

226人（事務職93人・技術職133人）

264人(事務職115人・技術職149人）

433人（事務職169人・技術職264人）

666人（事務職259人・技術職407人）

492人（事務職179人・技術職313人）

80人（事務職25人・技術職55人）

○　職員の高齢化が進む中、50歳以上の技術職員は約3人に1人となっており、10年以内に定年退職するため、技術の承継を図っていく必要がある。
○　水道事業体の多くが今後の技術の承継に不安を持っており、特に小規模事業体において危機意識が強い。
○　比較的古くから水道事業を実施している大・中規模水道事業体においては、50歳以上の技術職員の割合が比較的高く、対応が必要とされる。
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用水供給事業体計

10万人以上計

5万人以上10万人未満計

5万人未満計

県　　計

（事業体数）承継できる 承継できない

6事業体

11事業体

8事業体

30事業体

55事業体

今後の技術承継に対する危機意識

職員の給水人口規模別職種構成（水道事業体＋用水供給事業体）

(63.6%) (36.4%)
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